
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

　※１　合併算定替の数値で記載。なお、一本算定では0.408となる。

　※２　H19に公表した、H16、H17、H18の平均値。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

別添１

市ホームページ、議会へは集中改革プランにて説明済み

伊達市

9,542 (H18)

22,309 (H18)

112 (H18)

1,552 (H18)

うち公営企業債現在高(百万円)

※１　0.405 (H18)

93.7 (H18)

※２   15.8 (H19)

37,066国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在) 324
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 22,197 (H18)

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

4.6 (H18)

基 本 方 針

〔合併期日：平成18年３月１日〕
旧市町村名：伊達市（合併前構成市町村：伊達市、大滝村）

　１市１村がそれぞれの特性を活かしながら一体的なまちづくりを推進し、地域の発展と住民
福祉の向上を図る。

内　　　容

将来に向けて安定した財政運営を持続するため歳入の確保に努めると
ともに、コスト意識を持ち、さらなる経費削減と限られた財源の重点
的、効率的な配分を行う。

財政健全化計画

平成19～23年度

(集中改革プラン)財政健全化計画　平成18～21年度
定員適正化計画　平成18～22年度



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

41公営企業金融公庫資金 24 18

163旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

129

8 2 11

76 56 32繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
89 40繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

163,271

130,820

合　　計

68,153

40,703

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 23,263 17,440 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 75,289 55,952 32,030

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 89,098 40,062 1,660

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

公営住宅建設事業債

臨時財政特例債

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

臨時河川等整備事業債

小　　　計　　　　 (B)

義務教育施設整備事業債

一般公共事業債

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

89,098

10,763

1,609

1,108

22,844

40,062

8,962

11,983

1,660

69,813

19,725

1,609

1,108

34,827

130,820

1,660

3,738

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

51,220 21,474 4,670 77,364

5,536 27,360 32,896

24,069 28,942 53,011

0

0

75,289 55,952 32,030 163,271

4,170

23,263 13,270 36,533

4,170

0

0

0

23,263 17,440 0 40,703

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事業債

一般単独事業債

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

臨時河川等整備事業債
普
通
会
計
債

臨時地方道整備事業債

一
般
会
計

出
資
債
等

一
般
会
計

出
資
債
等

調整債 3,738



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①歳入の確保

課 題 ②事務事業の見直し

課 題 ③公債費負担の健全化

課 題 ④公営企業繰出金の適正運用

課 題 ⑤給与水準・定員管理の適正合理化

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　近年、遅れていた社会基盤整備を整備すべく積極的に投資的事業を行
い、その財源として地方債を多額に発行してきたことによる公債費及び
高齢化等による扶助費等義務的経費が増大傾向にある。
　また、普通会計職員のうち40歳以上の職員が60％を超えているため、
経常収支比率への影響が大きくなっている。このため、定員適正化計画
等の推進や時間外手当等各種手当の削減に努めている。

職員給については、類似団体(平成17年度・人口１人当たり)平均を下
回っている。退職時特昇や特別勤務手当等について、見直しを図る。定
員管理においては、集中改革プランや定員適正化計画の達成を目指す。
〔当市64,802(55,615)円：類団63,588円〕

繰出金については、類似団体(平成17年度・人口１人当たり)平均を上
回っている。特別会計においても、繰上償還を実施し繰出金の削減に努
める。
〔当市49,365円：類団45,717円〕

地方債残高については、類似団体(平成17年度・人口１人当たり)平均を
上回っている。地方債残高、公債費の減少のため、毎年度予算におい
て、市債発行額を償還元金額以下とする。
〔当市587,190円：類団556,471円〕

物件費・維持補修費については、類似団体(平成17年度・人口１人当た
り)平均を上回っている。事務事業の整理合理化、指定管理者制度の活
用等により類似団体平均の水準を目指す。
〔当市56,928+8,239=65,167円：類団50,905+5,827=56,732円〕

歳入の根幹をなす地方税については、類似団体(平成17年度・人口１人
当たり)平均を下回っている。市税の納期内納入を促進し、滞納額の圧
縮に努めるとともに、税外収入の確保に努める。
〔当市91,680円：類団98,460円〕



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 3,476.4 3,363.0 3,391.8 3,442.1 3,511.9 3,773.5 3,811.3 3,746.3 3,783.7 3,821.6

地方譲与税 703.1 749.4 859.4 896.2 1,040.0 777.0 782.4 787.1 854.8 846.4

地方特例交付金 101.4 108.7 104.6 104.6 73.2 19.6 19.6 19.6 19.6 19.6

地方交付税 6,217.7 5,799.5 5,473.4 5,531.6 5,978.7 5,553.5 5,481.2 5,329.9 5,259.7 5,213.6

小計（一般財源計） 10,498.6 10,020.6 9,829.2 9,974.5 10,603.8 10,123.6 10,094.5 9,882.9 9,917.8 9,901.2

分担金・負担金 324.4 348.1 365.8 416.0 227.9 91.7 91.6 89.9 91.4 94.5

使用料・手数料 478.1 470.1 537.1 547.0 538.9 531.2 530.8 520.6 529.2 547.7

国庫支出金 2,140.8 2,101.1 1,722.5 2,007.6 1,777.4 1,618.8 1,617.5 1,586.7 1,612.8 1,668.8

うち普通建設事業に係るもの 814.4 637.8 280.9 425.7 541.3 397.9 397.6 390.0 396.4 410.3

都道府県支出金 1,312.4 2,415.6 911.8 747.2 784.0 959.1 958.3 940.0 955.5 988.9

うち普通建設事業に係るもの 710.4 1,803.2 339.1 96.5 145.2 163.9 163.8 160.6 163.3 169.0

財産収入 143.2 233.9 106.9 108.1 53.5 64.1 64.0 62.8 63.9 66.1

寄附金 17.1 10.1 19.8 23.6 5.2 3.2 3.2 3.1 3.2 3.3

繰入金 351.1 300.3 476.5 524.3 61.5 154.2 244.1 361.1 333.6 249.0

繰越金 274.4 323.5 337.1 260.9 408.1 440.2 99.3 0.0 0.0 0.0

諸収入 617.6 520.0 512.9 491.5 265.2 683.4 773.4 869.9 855.6 801.0

うち特別会計からの貸付金返済額 122.5

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 2,227.1 3,336.6 1,439.8 1,937.5 2,008.1 2,426.9 1,704.0 1,695.9 1,687.9 1,682.0

特別区財政調整交付金

18,384.8 20,079.9 16,259.4 17,038.2 16,733.6 17,096.4 16,180.7 16,012.9 16,050.9 16,002.5

人件費　　　　　　　ａ 3,843.0 3,690.3 3,772.7 3,517.4 2,972.9 2,845.9 2,680.1 2,640.7 2,675.8 2,548.0

うち職員給 2,693.8 2,568.9 2,522.3 2,433.0 2,065.8 1,977.6 1,862.4 1,835.0 1,809.4 1,770.6

物件費　　　　　　　ｂ 1,835.3 1,832.6 1,960.5 2,137.4 1,882.7 1,984.5 1,923.0 1,893.3 1,908.4 1,865.9

維持補修費　　　　　ｃ 307.8 270.6 205.8 309.4 256.9 292.8 296.4 272.1 302.7 310.9

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 5,986.1 5,793.5 5,939.0 5,964.2 5,112.5 5,123.2 4,899.5 4,806.1 4,886.9 4,724.8

扶助費 2,118.6 2,302.7 2,400.9 2,451.4 2,250.4 2,297.9 2,334.7 2,346.6 2,425.3 2,455.8

補助費等 1,050.6 1,122.3 1,067.5 1,171.3 1,738.3 1,908.8 1,891.6 1,825.6 1,867.9 1,855.9

うち公営企業(法適)に対するもの

普通建設事業費 3,982.8 5,593.2 2,161.0 2,715.9 2,838.0 2,178.6 2,156.2 2,068.7 2,129.3 2,137.0

うち補助事業費 2,417.9 3,889.6 966.1 1,028.9 1,152.1 1,060.4 1,050.8 1,008.2 1,097.7 1,041.8

うち単独事業費 1,564.9 1,703.6 1,194.9 1,687.0 1,685.9 1,118.2 1,105.4 1,060.5 1,031.6 1,095.2

災害復旧事業費 179.7 13.4 100.9

失業対策事業費

公債費 2,356.2 2,379.5 2,287.7 2,116.2 2,199.5 2,272.8 2,420.5 2,560.0 2,341.9 2,441.2

うち元金償還分 1,802.2 1,835.1 1,767.2 1,642.5 1,745.0 1,829.4 1,954.3 2,097.0 1,892.4 1,995.7

積立金 27.1 269.4 91.2 24.2 200.6 796.8 37.9 30.0 40.5 40.0

貸付金 400.9 269.2 173.1 232.6 103.1 525.5 525.8 514.9 519.5 516.1

うち特別会計への貸付金 122.5

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 1,919.3 1,977.9 1,834.7 1,853.4 1,850.4 1,893.5 1,914.5 1,861.0 1,839.6 1,831.7

うち公営企業(法非適)に対するもの 772.2 734.1 512.5 631.2 594.3 619.6 630.6 580.6 527.1 513.2

その他

18,021.3 19,707.7 15,968.5 16,630.1 16,292.8 16,997.1 16,180.7 16,012.9 16,050.9 16,002.5

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 363.5 372.2 290.9 408.1 440.7 99.3 0.0 0.0 0.0 0.0

実質収支 345.1 364.5 290.9 406.0 440.2 99.3 0.0 0.0 0.0 0.0

標準財政規模 9,534.8 9,047.0 8,934.3 9,063.6 9,541.5 9,329.8 9,262.9 9,147.5 9,145.0 9,090.5

財政力指数 0.369 0.376 0.388 0.399 0.405 0.41 0.416 0.426 0.43 0.433

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 90.3 90.4 94.8 95.9 93.7 94.9 95.8 96.9 95.1 94.5

実質公債費比率    (％) － － － 15.1 15.8 15.7 16.2 16.3 15.8 15.4

地方債現在高 20,625.4 22,127.0 21,751.1 22,046.1 22,309.2 22,901.6 22,766.2 22,589.3 22,390.9 22,085.2

積立金現在高 2,485.5 2,378.3 1,882.9 1,412.7 1,551.7 2,194.3 1,988.1 1,657.0 1,363.9 1,154.9

財政調整基金 673.8 829.4 730.7 543.8 714.6 714.6 624.6 414.6 234.6 144.6

減債基金 454.5 407.6 242.8 76.9 96.4 112.1 125.6 120.7 116.1 111.7

その他特定目的基金 1,357.2 1,141.3 909.4 792.0 740.7 1,367.6 1,237.9 1,121.7 1,013.2 898.6

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

＜課題⑤＞
平成８年度より職員数の削減に努めており、平成13年４月１日から平成18年４月１日の５年間で116名、△23.9％の削減（普通会計
ベース　107名、△24.4％）を行っており、今後も集中改革プランや定員適正化計画に基づき、平成22年度には347名(普通会計ベース
では311名)まで削減を行う。
（集中改革プラン目標　△9.8％、38名の減員、平成17年４月１日現在　385名→平成22年４月１日現在　347名）

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

＜課題⑤＞
平成19年４月１日より国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与構造の見直しを実施し、切替時に一部役職について職務の級格下げや
期末勤勉手当の役職加算率の引き下げを合わせて実施した。

◇　技能労務職員の給与のあり方

＜課題⑤＞
技能労務職については、退職者不補充として採用しない方針であり、業務について嘱託職員や臨時職員での任用または民間への業務委
託などにより対応していく。
また、技能労務職員の給与等の見直しに向けた取り組み方針については、平成19年度中の策定を予定しており、ホームページ等で市民
に公表する。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

＜課題⑤＞
退職時特別昇給については、20年以上勤続による退職時特昇は平成19年４月１日付けで既に廃止しており、従来早期退職を促すために
実施してきた勧奨退職時の特昇についても定数の削減が進み、その役割について一定の整理をつける時期が来ていると判断し、平成20
年度末を目途に廃止する予定である。

◇　福利厚生事業のあり方
＜課題⑤＞
伊達市職員の福利厚生活動に関する補助金は平成15年度より廃止しており、今後も適正な福利厚生事業の運営に努める。

＜課題②＞
事務事業の整理合理化、電算システムの共同化による経費の削減を図る。

＜課題②＞
既に考え得る施設の大部分にて指定管理者制度を導入しており、契約更新時期には、適正な委託料の設定に努める。

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

＜課題①＞
口座振替納付の拡大、滞納処分の積極的執行・計画的納付の指導、使用料・手数料の見直し、未利用地の処分、広報紙・ホームページ
への広告導入等、市税・税外収入の確保に努める。

◇　給与及び定員管理の状況の公表
総務省より示されている「地方公共団体における職員給与等の公表について」により周知されている様式に基づきホームページを公表
するとともに、ダイジェスト版を市広報紙に掲載している。

◇　財政情報の開示
予算・決算の概要、財政状況等一覧表をホームページにて公表するとともに、予算・決算の概要については、市広報紙に掲載してい
る。

国が示す新たな公会計制度の指針に基づき、総務省方式改定モデルを活用し、公会計の整備の推進に取り組む。
財務書類については、国が示す方針に従い作成する。

現在のところ予定なし

＜課題③＞
市債残高、公債費の減少のため、毎年度予算において市債発行額を償還元金額以下とする。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

436 427 431 408 333 324 320 316 311 311

-5 -9 -14 -5 -75 -9 -4 -4 -5 0

職員数のうち一般行政職員数 300 294 285 281 276 269 267 263 259 262

増減数 -3 -6 -9 -4 -5 -7 -2 -4 -4 3

職員数のうち教育職員数 40 39 36 36 36 36 36 36 36 36

増減数 -1 -1 -3 0 0 0 0 0 0 0

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数 60 61 61 61 0

増減数 0 1 0 0 -61

職員数のうち技能労務職員数 36 33 31 30 21 19 17 17 16 13

増減数 -1 -3 -2 -1 -9 -2 -2 0 -1 -3

－ － － 15.1 15.8 15.7 16.2 16.3 15.8 15.4

16,629 17,153 16,758 22,046 22,309 22,902 22,766 22,589 22,391 22,085

126 524 -395 5288 263 593 -136 -177 -198 -306

3,538 3,392 3,319 3,234 2,730 2,646 2,582 2,522 2,438 2,354

171 317 390 475 979 2332 84 148 208 292 376 1108

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 2332 1108

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 11
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額

○○○

改善額

○○○

改善額

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

課　題 取 組 及 び 目 標

　集中改革プラン、定員適正化計画の達成を目指す。

　元金償還額以下の地方債発行額とし、公債費負担の軽減を目指す。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減
　※下表「２　年度別目標」の一般行政職及び教育職と重複する技能労務職については、すべて技能労務職員数に計上した。

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他 　事務事業の整理合理化、各種システムの共同電算化を推進し、物件費の圧縮を目指す。

地方債現在高

実質公債費比率

増減

課　題

増減

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

行政管理経費

改善額

○○○

改善額

○○○

改善額

計画前５年間改善額　合計
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